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環境にやさしい企業グループを目指し、
地球環境の保全や地域環境との共生に取り組みます。

環境にやさしい企業活動

▶地球環境問題への取組み	 	………………………………………………………………………………	Ｐ37～41
　◦	低炭素社会の実現に向け、電気の供給面と使用面の両面から地球温暖化対策に取り組みました。
▶循環型社会形成への取組み		 …………………………………………………………………………………	Ｐ42
　◦当社が排出する産業廃棄物や一般廃棄物について、適切な管理・処理を行いました。
▶地域環境の保全	 …………………………………………………………………………………………	Ｐ43～44
　◦	大気汚染物質の低減対策などを行うとともに、ＰＣＢなど化学物質の適正な管理を行いました。
▶社会との協調		 ……………………………………………………………………………………………	Ｐ45～46
　◦	坊ガツル湿原一帯における環境保全活動などに、地域の皆さまと一体となって取り組みました。　
▶環境管理の推進		 ………………………………………………………………………………………………	Ｐ46
　◦	各事業所において、環境アクションプラン（グループ全体の環境活動計画）を業務計画に織り込み、　　　
PDCAサイクルに基づいた環境管理を行いました。

▶地球環境問題への取組み	
　◦	ＣＯ２排出抑制のため、火力発電所の熱効率の維持・向上、地熱・水力・風力・バイオマス・太陽光発電所の
安定運転など、着実に対応していきます。また、国産エネルギーの有効活用や地球温暖化問題に対応するた
め、バランスの取れた再生可能エネルギーの開発と最大限の導入に取り組んでいきます。

　◦	2015年中に策定される国の温室効果ガス排出削減目標（約束草案）を踏まえた、電力業界の目標策定に積
極的に参画し、対応していきます。

▶循環型社会形成への取組み
　◦	廃棄物の適切な管理･処理や３Ｒ（発生量の抑制･再使用･再生利用）に継続して取り組んでいきます｡
▶地域環境の保全
　◦	環境法規制や環境保全協定の遵守はもとより、環境への負荷を極力低減するため、発電所・変電所等の環
境保全（大気汚染・水質汚濁防止）に継続して取り組んでいきます。

▶社会との協調
　◦	地域における環境活動や環境コミュニケーションを展開するため、くじゅう坊ガツル湿原一帯の環境保全な
ど、地域ニーズに沿った活動を展開していきます。

▶環境管理の推進
　◦	業務運営の中で環境管理を着実に実施するため、各事業所において環境アクションプランを業務計画へ織
り込み、ＰＤＣＡサイクルに基づいた環境管理を継続的に実施していきます。

2014年度の主な取組み内容

2015年度の主な行動計画

主な環境目標と実績
項　目 単　位 2014年度目標 2014年度実績 2015年度目標

地
球
環
境

問
題
へ
の

取
組
み

販売電力量あたりのＣＯ2排出量 kg-CO2/kWh ―※１ 0.598 今後検討※２

送電端火力総合熱効率(高位発熱量ベース) ％ ―※１ 39.5 ―※１

オフィス電力使用量 百万kW 58以下 55 55以下
循
環
型
社

会
形
成
へ

の
取
組
み

産業廃棄物リサイクル率 ％ 99以上 約100 99以上
古紙リサイクル率 ％ 100 100 100
グリーン調達率 ％ 極力調達※３ 98 極力調達※３

地
域
環
境

の
保
全

火力発電電力量あたりのSOx排出量 g/kWh 極力抑制※４ 0.36 極力抑制※４

火力発電電力量あたりのNOx排出量 g/kWh 極力抑制※４ 0.26 極力抑制※４

原子力発電所周辺公衆の線量評価値(1年あたり) ミリシーベルト 0.001未満 0.001未満 0.001未満
※１　原子力発電所の運転再開に関する見通しが不透明であること等により設定を見送り。　※２　国のエネルギー・環境政策や電事連の動向等を踏まえ、今後検討。
※３　活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。　※４　石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。

用語集   循環型社会地球環境問題
地球温暖化
低炭素社会

熱効率
バイオマス

PDCA（PDCAサイクル）
SOx（硫黄酸化物）

NOx（窒素酸化物）
PCB（ポリ塩化ビフェニル）



36九 州 電 力 C S R 報 告 書 2 015

環
境
に
や
さ
し
い
企
業
活
動

CORPORATE SOCIAL RESPONSIBILIT Y REPORT 2015

九州電力グループ環境憲章
　九州電力グループ一体となって取り組む環境経営の
指針として「九州電力グループ環境憲章」を制定してい
ます。

九州電力グループ環境アクションプラン
　九州電力グループ環境アクションプランは、「地球環
境問題への取組み」、「循環型社会形成への取組み」、「地
域環境の保全」、「社会との協調」及び「環境管理の推進」
の5つの柱からなる環境活動方針、環境目標及び具体
的な環境活動計画で構成しています。

用語集   環境経営持続可能な社会
循環型社会
地球環境問題

九州電力グループ環境憲章

～環境にやさしい企業活動を目指して～
　九州電力グループは、持続可能な社会の実現を目指し
て、グローバルな視点で地球環境の保全と地域環境との
共生に向けた取組みを展開します。

１　�地球環境問題への適切な対応と資源の有効活用に努
め、未来につなげる事業活動を展開します。

２　�社会と協調し、豊かな地域環境の実現を目指した環境
活動に取り組みます。

３　�環境保全意識の高揚を図り、お客さまから信頼される
企業グループを目指します。

４　�環境情報を積極的に公開し、社会とのコミュニケーショ
ンを推進します。

2008年4月制定

地球環境
問題への
取組み

1

2

34

5
循環型社会
形成への
取組み

地域環境
の保全

環境管理
の推進

社会との
協調

事業活動と
環境の両立

持続可能な社会の
構築への貢献

▼環境活動方針

推進体制
　経営層と直結した推進体制を構築するとともに、社外有識者による評価機関を設けています。

提案・報告

活動実績報告
連携ご

意
見

九
州
電
力
環
境
顧
問
会

社　長 CSR推進会議

環境委員会
役 

割

構 

成

方針・計画

本 店 支 社 センター 現業機関 工事機関

全社の環境活動戦略の総合的な審議

九州各県・各界の社外有識者

委 員 長：CSR担当の副社長又は執行役員
副委員長：地域共生本部長
委　　員：委員長が指名する関係本部長・
　　　　  副本部長・部長等

グループ環境経営推進部会

役 

割

構 

成

グループ会社における環境
経営推進のための具体的取
組みに関する審議・決定

部 会 長：九州電力
　　　　  地域共生本部
　　　　  部長（環境担当）
構成会社：53社

役 

割

構 

成

九州電力環境顧問会

九州電力グループの環境経営に対する外部
評価

環境委員会 グループ環境
経営推進部会

▼環境経営推進体制（2015年3月末現在）
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火力発電の高効率化
　長期に安定的に燃料を確保するため、LNG（液化天
然ガス）、石炭など燃料の多様化を行うとともに、燃料
消費量、CO2排出量抑制の観点から、総合熱効率の
維持・向上に取り組んでいます。2014年度も、熱効率
の高いLNG・石炭火力発電所の高稼動に努めた結果、
39.5％（送電端）と高水準を維持しました。

　火力発電の更なる高効率化に向けて、2016年には
最新鋭コンバインドサイクルである新大分発電所3号
系列第4軸（48万 kW）を、2020年には超々臨界圧

（USC）微粉炭火力である松浦発電所2号機（100万
kW）の開発を予定しています。

新大分発電所3号系列第4軸建設状況（LNG火力）

2010 2011 20132012 （年度）

（％）
42

38

39

40

41

0

41.0

39.5

※熱効率は高位発熱量ベースで算定。

発電端 送電端

40.5

39.2

2014

40.9

39.5

40.8

39.4

40.9

39.5

▼火力総合熱効率の推移

用語集   固定価格買取制度（FIT）コンバインドサイクル
送電端
地球温暖化

地球環境問題
低炭素社会

LNG（液化天然ガス）熱効率
CO2 排出クレジット

地球環境問題への取組み

九州電力のCO2排出状況
　東日本大震災の発生以降、原子力発電所の運転停止が
継続し、代替する火力発電の発電量が大幅に増加してお
り、CO2排出量は増加しています。
　2014年度のCO2排出量は4,860万トン、販売電力量
あたりのCO2排出量（CO2排出係数）は0.598kg-CO2/
kWh※1となり、2013年度実績と比較し排出量、排出係数
ともに減少しました。これは、水力を含む再生可能エネル
ギーの電力量割合が増加したことなどによるものです。

　当社は、今後も低炭素社会の実現に向け、最適なエネル
ギーミックスの追求を基本に、安全の確保を大前提とし
た原子力発電の活用、火力発電所の熱効率維持・向上、
再生可能エネルギーの開発・導入、及び当社自らの節電・
省エネ活動の徹底など、電気の供給面と使用面の両面か
ら地球温暖化対策に取り組みます。
※1 暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づき、国が実績値を公表。

2012

875 ［3,370］［3,370］

3,0503,050

2011 （年度）
注1： 国が定めた「事業者別排出係数の算定方法」により算出。
注2： 固定価格買取制度（FIT）調整によるCO2排出量の増加分がCO2排出クレジット取得による削減分を上回ったため、2013年度と同様に調整後排出係数が実排出係数
　　  を上回りました。なお、FITの調整によりCO2排出量が増加する理由は、以下の当社ホームページに掲載しております。
※2　CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

［　］内は実排出量及び排出係数の値

0.348

2010

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg－CO2/kWh）
販売電力量（億kWh）
CO2排出量（調整後、万トン－CO2）

2013 2014

854
［4,480］［4,480］

4,3004,300 5,0205,020

5,2105,210

［5,180］［5,180］ ［4,750］［4,750］

838 844 813

4,860［5,130］

0.5030.503

[0.525][0.525] 0.599

0.617[0.612]

[0.613]

[0.385][0.385]

0.598

[0.584]

▼CO2排出量、販売電力量あたりのCO2排出量

企業・IR情報➡会社情報・CSR➡環境への取組み➡当社CO2排出係数

ホームページ
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再生可能エネルギーの開発・導入
　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策
面で優れた電源であることを踏まえ、地熱、水力、バイオ
マス、風力、太陽光などの再生可能エネルギーのグルー
プ一体となった開発や地域社会との共同による開発推
進など、積極的な開発、導入を推進しております。
　2014年3月、太陽光の接続申込みが急増したため、
国により太陽光の接続可能量が検証され、2014年12
月に、当社は指定電気事業者に指定されました。また、
2015年1月には固定価格買取制度の運用見直しにか
かる省令の改正が公布、施行されました。このような状
況を踏まえ、新たなルールのもと、再生可能エネルギー
を最大限受け入れられるよう取り組んでまいります。
　太陽光・風力の大量導入にあたっては、引き続き、電
圧や周波数が安定した高品質な電力を供給できるよう、
系統安定化に関する技術開発等を推進していきます。
　今後とも、電力の安定供給を前提に、各電源の特徴を
活かしながら、バランスのとれた再生可能エネルギーの
開発・導入に取り組みます。
　なお、世界的に成長市場である再生可能エネルギー
事業について、安定供給や環境性等を考慮しながら国
内外で積極的に展開していくこととしています。これま
で国内外で蓄積した技術・ノウハウを活かし、地熱や水
力を中心に、潜在的なポテンシャルがある洋上風力につ
いても技術開発の進展等を踏まえながら取り組んでい
ます。〔2030年の開発量目標：400万kW（現状＋250
万kW）〕

0
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014（年度）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014（年度）

（万kW）

（万kW）

466

3333 4141 5656 7474
111111

271271

46

3030
3535

4040 4141 4343 4343

▼太陽光の接続量の推移（九州本土（離島除く））

▼風力の接続量の推移（九州本土（離島除く））

固定価格買取制度（FIT）
地球温暖化

バイオマス用語集   

　2012年7月より、国の法令に基づき、「再生可能エネルギーの
固定価格買取制度（FIT）」が始まり、再生可能エネルギーにより発
電された電気を電気事業者が買取ることが義務付けられました。
　それに伴い、2012年8月分の電気料金から、再生可能エネル
ギーにより発電された電気の買取に要する費用について、「再生可
能エネルギー発電促進賦課金」として、電気のご使用量に応じて
お客さまにご負担いただいています。
　

再生可能エネルギー発電促進賦課金TOP ICS

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電気
料金 ＝ ＋ ＋基本

料金
電力量料金

（燃料費調整額を含む）
再生可能エネルギー
発電促進賦課金

再生可能エネルギー発電促進賦課金＝   　　　　　　　　　　　
賦課金単価（円/kWh）×ご使用量（kWh）

2015年度の単価は、それぞれ次のとおりです。

モデル家庭（契約種別：従量電灯B、使用電力量：300kWh/月）の
場合、2015年5月以降の賦課金は、1か月でおよそ470円の負担と
なります。

（従量制供給の場合）
再エネ賦課金単価
0.75円/kWh
1.58円/kWh

4月分
5月分以降

▼�再生可能エネルギー発電促進賦課金のイメージ�
（従量制供給の場合）

資源エネルギー庁　再生可能エネルギー 検 索
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水力発電
　技術面、経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域
との共生を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り
組んでいます。また、河川の維持用水を放水するダムでの
維持流量※発電やかんがい水路を利用した発電など、小規
模水力の開発にも取り組んでいます。
　2015年３月には、熊本県上益城郡の竜宮滝発電所
（200ｋＷ）の営業運転を開始しました。
※�ダム下流の生態系の保護など、河川環境の維持のために放流する必要
流量

地熱発電
　日本最大規模の八丁原発電所を含め、全国の約4割
の設備量を保有するなど、長年にわたり開発を行ってい
ます。資源賦

ふ

存
そん

面から有望と見込まれる地域の調査を行
い、技術面、経済性、立地環境などを総合的に勘案し、
地域との共生を図りながら開発に取り組んでいます。
　現在、国内初の事業用地熱発電所である大岳発電所
（大分県九重町、1967年運転開始）の老朽化を踏ま
え、発電設備の更新を計画しています。（2019年12月
更新完了予定）
　また、地熱資源が賦存する離島での地熱発電を想定
した川崎重工業㈱との共同による小規模バイナリー発
電設備（出力250kW）の実証試験を終え、今後、離島
への導入に向け取り組んでいきます。
　新たな地熱開発への取組みとして、平治岳北部地点
（大分県竹田市、由布市、玖珠郡九重町）での地熱資
源確認に向けた調査井掘削を予定しています。また、熊
本県南阿蘇村では、三菱商事㈱と共同による地熱資源
調査に着手、鹿児島県指宿市においては、指宿市、㈱セ
イカスポーツセンターと共同で同市所有地内での地熱
資源開発の検討を進める予定です。

　さらに、大分県九重町において、町が所有する地熱
井からの地熱資源（蒸気・熱水）を利用した地熱発電事
業（菅原バイナリー発電所）を九電みらいエナジー㈱が
実施します。
▼地熱発電	 	（kW）

出　力

既　設
（約208,000）

大　岳 12,500

八丁原 110,000

山　川※1 25,960

大　霧 30,000

滝　上 27,500

八丁原バイナリー 2,000

計　画
（7,000）

大　岳※2 ＋2,000

菅原バイナリー※3 5,000
※1 定格出力変更（2014年12月：変更前30,000kW）
※2 ＋2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増加分
※3 グループ会社による開発

▼大分県九重町菅原地区における地熱発電事業の概要

発電所名 菅原バイナリー発電所

所 在 地 大分県玖珠郡九重町

発電規模 5,000kW

運転開始 2015年6月予定

▼水力発電	 （kW）

出　力

既 設※1 140か所 約1,283,680

計　画
（約7,900（▲3,900））

龍門滝※2

（2015年6月運転開始） 150

新甲佐※3 7,200（▲3,900）

新名音川 370

中木庭ダム※2 195
※1 一般水力（揚水除き） 
※2 グループ会社による開発
※3 ▲3,900kWは、既設甲佐発電所の廃止分

用語集   維持用水
バイナリ―（発電）

賦存
揚水発電（揚水）

八丁原発電所 菅原バイナリー発電所
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温室効果ガス
バイオマス用語集   

バイオマス発電・廃棄物発電
　グループ会社によるバイオマス発電や、バイオマス発
電・廃棄物発電事業者からの電力購入を通じて普及促
進に努めています。また、当社発電所においては、経済
性や燃料の安定調達面等を勘案し、バイオマス混焼に
取り組んでいます。
　苓北発電所（熊本県）では、2010年度より開始した国
内の未利用森林資源（林地残材など）を利用した木質バ
イオマスの混焼発電実証事業を2014年度までで終了
し、2015年度以降も運用を継続しています。
　熊本市が公募した「下水汚泥固形燃料化事業」に電
源開発㈱他と共同で参画しています。2013年度より製
造を開始し、製造した燃料化物は、当社の松浦発電所及
び電源開発㈱松浦火力発電所（長崎県）において、石炭
と混焼しています。

▼バイオマス発電・廃棄物発電� （kW）

燃　料 出　力

既
設

みやざき
バイオマスリサイクル※1

バイオマス
（鶏糞） 11,350

福岡
クリーンエナジー※1 一般廃棄物 29,200

苓北※2

（140万kW）
バイオマス
（木質チップ）

重量比で
最大1％混焼

松浦※2

（70万ｋW）
バイオマス
（下水汚泥） （700t/年程度）

※1 グループ会社による開発 
※2 既設石炭火力発電所における混焼

▼�苓北発電所の木質バイオマス混焼

陸　送

石　炭

払出コンベア

微粉炭機 ボイラー

受入ホッパ
貯蔵サイロ

受入コンベア

林地残材等

チップ化

混焼用設備

木質バイオマス混焼用の設備を新設し、
木質チップを石炭とともに微粉炭機で粉砕し、ボイラーで混焼

▼�松浦発電所の下水汚泥バイオマス混焼

石　炭 微粉炭機 ボイラー

下水汚泥燃料を石炭とともに微粉炭機で粉砕し、
ボイラーで混焼

燃料化物

脱水汚泥

燃料化施設
50トン／日
・下水汚泥の
資源化促進
・温室効果ガス
削減

(有価物）

熊本市
南部浄化
センター

下水汚泥固形燃料化事業

（  ）

風力発電
　長期安定的かつ経済的な発電が可能な有望地点に
おいて、周辺環境との調和も考慮した上で、グループ会
社（九電みらいエナジー㈱など）による開発を推進して
います。
　現在、宮崎県串間市に設立した串間ウインドヒル㈱に
おいて、風力発電事業に向けた環境影響評価を実施して
います。

▼風力発電� （kW）

所在地 出　力

既　設
（約68,000）

甑　島 鹿児島県薩摩川内市 250

野間岬 鹿児島県南さつま市 3,000

黒　島 鹿児島県三島村 10

長　島※ 鹿児島県長島町 50,400

奄美大島※ 鹿児島県奄美市 1,990

鷲尾岳※ 長崎県佐世保市 12,000

計　画 串　間※ 宮崎県串間市 約60,000
※グループ会社による開発

▼宮崎県串間市における風力発電所の概要

発電所名 串間風力発電所（仮称）

開発規模 6万kW級

計画地点 宮崎県串間市本城、都井の稜線沿い

主要工程
環境影響評価：2013年～2016年（予定）
建設工事開始：2016年（予定）
営業運転開始：2019年（予定）長島風力発電所
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当社事務所における節電・省エネへの取組み
　当社では、これまでも省エネルギーに積極的に取り組
んできましたが、厳しい電力需給等を踏まえ、2011年の
夏から継続して、更に踏み込んだ節電にグループ一体と
なって取り組んでいます。
　2014年度のオフィス電力使用量は55百万kWhとな
り、2010年度比で約32％削減（▲25百万kWh※）しまし
た。さらに、今夏についても、照明・エレベーターの間引
きやクールビズの拡大などに取り組みます。

※ 四捨五入により、右グラフの電力使用量の差とは一致しない

単位：百万kWh

（注） 発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。

▲32％

5858

81

69

55

2010 2011 2012 2013 2014

▼�全社オフィス電力使用量削減実績

太陽光発電
　当社発電所跡地等を活用し、グループ会社（九電みら
いエナジー㈱など）によるメガソーラー発電事業に取り組
んでいます。
　現在まで、約42,000kWの開発を行っています。

▼太陽光発電� � （kW）

出　力

既　設
（約42,000）

メガソーラー大牟田 3,000

大村メガソーラー※ 15,490

佐世保メガソーラー※ 10,000

事業所等への設置 約2,700

その他メガソーラー※ 約11,200

計　画
（約5,800）

事業所等への設置 約1,800

その他メガソーラー※ 3,990
※ グループ会社による開発

大村メガソーラー発電所

　グループ会社の九電みらいエナジー
㈱は、鹿児島県薩摩川内市において、非
常時に避難所となる総合運動公園に太陽
光発電（出力670kW、うち40kWは自
家消費）を設置し、2014年2月に営業運
転を開始しました。
　通常時は、最大630kWを電力会社へ、
停電時はその一部を避難所へ供給する
仕組みになっています。

防災機能を備えた太陽光発電所（薩摩川内市総合運動公園）TOP ICS

一部を自家消費
公園施設内へ
（自家消費）

※1　ＰＣＳ（パワーコンディショナー）：直流から交流への変換機器。
※２　自立運転機能：停電時に太陽光で発電した電気を非常用コンセントで使用できる。
※３　保安用負荷：停電時に最低限必要な負荷（照明、コンセントなど）

大部分を売電
九州電力へ
（全量売電）

充電器

EV発電機

保安用負荷※３

ＰＣＳ※１自立運転機能※２

による非常時の小規模負
荷への電力供給

電気自動車（蓄電機能）
による夜間・雨天時の
電力供給

停電時の非常用発電機
との協調運転

災害時の
防災機能

発
電
電
力

▼システム概念図
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廃棄物のゼロエミッション活動
産業廃棄物
　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転
に伴う副産物（石炭灰、石こう）や工事に伴う撤去資材な
どがあります。これらの産業廃棄物を適切に管理・処理す
るとともに、発生量の抑制（Reduce：リデュース）、再使用

（Reuse：リユース）、再生利用（Recycle：リサイクル）の
3Rを実践しています。

● 発生量の抑制（リデュース）への取組み
　発電所では、発電設備の保全リスク管理を徹底して
おり、これに基づく適切な工事計画の策定・実施によ
り、廃棄物の発生量抑制に取り組んでいます。

● 再使用（リユース）への取組み
　配電工事等で撤去した電力用資機材について、再使用
に必要な性能、品質を適正に判断し、再使用しています。

● 再生利用（リサイクル）への取組み
　2014年度は、発生した産業廃棄物約89万トンをほ
ぼ100%リサイクルしました。
　なお、産業廃棄物の大部分を占める石炭灰について
は、全て、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などに
有効利用しています。

一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙や発電所の貝
類、ダムの流木などがあります。これらの一般廃棄物に
ついても、適切な管理・処理を行う3Rを実践していま
す。

グリーン調達の推進
　製品等の購入の際は、“環境にやさしい製品等の調
達を図る”ことを定めた「グリーン調達制度」を2002年
度から導入し、お取引先の皆さまとも協働して、環境に
やさしい製品等の調達に努めています。

▼古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2014年度）

発生量
（トン）

リサイクル量
（トン）

リサイクル率
（％）

主な
リサイクル用途

古　紙 931 931 100 再生紙

貝　類 42 11 27 路盤材

ダム流木 1,418 1,117 79 敷きわらの代用品

2013 2014

787
887

約100 約100

891 886890
783

1995 2000 2011 （年度）

560 618

238
404

43
65

99約100

リサイクル率（％） 発生量（千トン） リサイクル量（千トン）

2012

889887

▼産業廃棄物の発生量とリサイクル率

循環型社会形成への取組み

企業・IR情報➡資材調達情報➡グリーン調達制度のご紹介

ホームページ

　石炭灰の新たな利用方法として、苅
田発電所から排出される石炭灰※の特徴
（耐酸性・自硬性）に着目し、モルタル
補修材の開発に大学、メーカー、グルー
プ会社と共同で取り組みました。
　従来の補修材と比較して耐酸性・耐
塩害性・耐摩耗性に優れているだけで
なく、製造過程でのCO2排出量が少な
いなど環境に優しい環境配慮型モルタ
ル補修材を開発しました。
　酸性劣化が厳しい温泉地域や塩害
の被害を受けやすい沿岸部などでの

コンクリート構造物の補修に有効であ
り、当社発電所の補修工事でも使用し
ています。
※�苅田発電所は加圧流動複合発電方式
（PFBC）のため、一般の石炭灰と異な
り石こう成分が含まれる。

石炭灰の新たな有効利用への取組み（環境配慮型モルタル補修材の開発）TOP ICS

コンクリート構造物の酸性劣化状況【補修前】 モルタル補修材による仕上がり状況【補修後】

特徴 効果的な施工場所
耐酸性
耐塩害性
耐摩耗性

温泉施設、下水道施設など
海洋施設、凍結防止材散布箇所など
発電水路、農業用水路など

▼�補修材の特徴・効果的な施工場所

一般廃棄物
グリーン調達

産業廃棄物
循環型社会

ゼロエミッション
モルタル用語集   
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ばいじん

LNG（液化天然ガス）
NOx（窒素酸化物）

SOx（硫黄酸化物）

大気汚染対策
　原子力発電所の停止に伴い、石油火力発電所の発
電量が増えたことなどにより、火力発電電力量あたりの
SOx、NOx排出量は増加傾向にあります。
　当社は、火力発電所から排出される硫黄酸化物（SOx）
等の排出を低減するため、火力総合熱効率の維持・向上
などに努めています。

▼大気汚染対策の概要

硫黄酸化物
（SOx）の
低減対策

○硫黄分の少ない重原油の使用
○硫黄分を含まない液化天然ガス（LNG）の使用
○�排ガス中からSOxを除去する排煙脱硫装置の
設置
○�ボイラー内部でSOxを除去する炉内脱硫方式
の採用

窒素酸化物
（NOx）の
低減対策

○ボイラー等の燃焼方法の改善

（・二段燃焼方式の採用����������������）・排ガス混合燃焼方式の採用
・低NOxバーナー・燃焼器の採用

○�排ガス中からNOxを除去する排煙脱硝装置の
設置

ばいじんの
低減対策

○ばいじんを発生しないLNGの使用
○�排ガス中からばいじんを除去する高性能集じ
ん装置の設置

出典：［海外］（排　出　量）OECD StatExtracts
　　　（発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2014 EDITION
［日本］電気事業連合会調べ（10電力＋電源開発㈱）

単位：g/kWh

アメリカ
2012

イギリス
2012

カナダ
2012

日本
2012

イタリア
2012

九州電力
2014

ドイツ
2012

フランス
2012

0.20.2

2.02.0

1.3
1.0

1.4

2.4

0.6

1.1 1.0
0.7

0.5
0.3 0.36 0.26

SOx NOx

▼世界各国の火力発電電力量あたりのSOx、NOx排出量

地域環境の保全

用語集   

　一ツ瀬発電所は、運転開始後間もな
い1965年頃から、一ツ瀬ダムにおいて
濁水が長期化する現象が見られ、下流
の利水、漁業、景観に影響を及ぼすよう
になりました。このため、当社は1974
年に選択取水設備を設置、その後もさ
まざまな対策を講じてきました。
　ところが、2004、2005年と相次ぐ
大型台風により、2年連続して100日を
超える濁水長期化が発生し、特に2005
年は約8か月にも及びました。
　

　現在、2008年に宮崎県、流域市町村、
学識経験者及び当社で構成される「一
ツ瀬川水系濁水対策検討委員会（現：評
価検討委員会）」で策定された「一ツ瀬
川濁水軽減対策計画書（改訂）」に基づ
き、ダムでの濁水対策設備工事や中下
流域の河川環境モニタリング等を行っ
ています。
　また、流域の皆さまに流域全体の河
川情報をリアルタイムでお伝えできる
よう、流域情報監視システムを構築し、
多くの方々に閲覧いただいています。

　今後も、濁水軽減対策について、宮
崎県をはじめ流域関係者の皆さまと一
体となって取り組んでいきます。

一ツ瀬川濁水軽減対策の取組みTOP ICS

一ツ瀬川濁水対策情報
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石綿（アスベスト）
PCB（ポリ塩化ビフェニル）

化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基づき適正に管理しています。

無電柱化の推進
　都市景観への配慮や安全で快適な通行空間の確保等
を踏まえ、全国大での合意（国土交通省、関係省庁、電線
管理者等）に基づき、無電柱化を計画的に進めています。
　これまでの取組みにより、当社管内では、市街地の幹
線道路等を中心に、約791km（2015年3月末現在）を
無電柱化しました。

PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　当社が保有する高濃度PCB使用電気機器等は、
JESCO（中間貯蔵・環境安全事業㈱）のPCB廃棄物処
理施設において、計画的に無害化処理を進めており、
2015年3月末現在の処理率は約99％となっています。
　また、微量PCB汚染廃電気機器等については、関係
省令改正により処理が可能となった一部の電気機器等
の無害化処理を進めています。
　なお、PCB廃棄物は、廃棄物処理法などに基づき厳
重に保管・管理しています。

石綿（アスベスト）
　吹付け石綿は、関係法令に則り適切に対策工事を実
施し、すべての使用箇所で飛散防止対策を完了していま
す。
　石綿含有製品については、定期検査や修繕工事等の
機会に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めて
います。また、建物・設備を解体する際には、法令などに
基づき飛散防止措置を徹底の上、適切に解体・搬出・処
理を行っています。

➡

［無電柱化後］［無電柱化前］

福岡市内の地中化路線（2014年度整備）

企業・IR情報➡会社情報・CSR➡環境への取組み➡石綿の使用状況

ホームページ

用語集   
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坊ガツル湿原における環境保全活動
　くじゅう坊ガツル湿原は、大分県西部に位置し、周囲
を九重連山に囲まれた高原性の湿原（約53ha）で、多様
な地質・地形を反映した希少な生態系を有することなど
から、2005年に国際的に重要な湿地の保全を目的とする

「ラムサール条約」に登録されています。
　当社は、地域環境との共生を目的として、2000年から
15年間にわたり、環境省や竹田市、「九重の自然を守る
会」など、地域の方々との協働により、坊ガツル湿原の生
態系を保全するための「野焼き活動」を実施しています。
　また、坊ガツル湿原の希少な生態系を活用した「次世代
層を対象とする環境教育」や、隣接する平

ひい

治
じ

岳
だけ

（当社社有
地）において、衰退傾向にある「ミヤマキリシマの保護活動」
を、地域の方々との協働で実施していきます。

坊ガツル湿原の野焼き

社会との協調

ラムサール条約用語集   

　北九州支社では、地元コミュニティFMラジオに社員が出演し、地域の皆さまへ当社に関する
情報をお伝えしています。
　社員が出演するのは、「Jumpin’ KITAQ」の中の「Talk with Kyuden」というコーナーです。
出演のきっかけは、お客さま対話活動において、ラジオ局「FM KITAQ」の社長からいただいた
「お客さまからもっと九電に親しみを感じてもらうため、番組に出てはどうか」というご提案でした。
　毎週金曜の15時から10分間、番組パーソナリティとお話ししながら、電力の需給状況や原
子力発電所の安全対策、省エネ情報などを、工夫を
凝らしながら分かりやすくお伝えしています。

社 員 の

社 員 の

　

電波に乗せて、お伝えします。

　
　坊ガツル湿原一帯は、春から夏にかけ、若草が芽吹き緑一面の絨毯へと変わり、
ミヤマキリシマが山肌をピンクに染め、多くの登山者や観光客を癒やしてくれます。
しかし、この素晴らしい景色は、自然の営みだけでは維持できません。
　くじゅうの自然再生や景観維持のため、九州電力さんや地域の皆さんと協働し、
坊ガツル湿原の野焼きや外来植物駆除、ミヤマキリシマ植生保護や登山道整備な
ど、１年を通した活動のおかげで、くじゅうの自然は再生し維持されているのです。
　これらの活動は、地域の環境を守るための歴史であり文化です。今後も自然の
恵みに感謝して、素晴らしい景観を守り続けるために、九州電力さんと共に永く活
動を続けられることを願っています。

九重の自然を守る会 副会長　高橋さんからのメッセージ

　

コンプライアンス意識を高めるため、
対話を中心とした研修に取り組んでいます。

社 員 の

社 員 の

北九州支社 企画・総務部 
広報グループ 堀 考浩

ほり たかひろ

　当社の目標である「災害ゼロの達成」に向けて、支社においても各種安全教育を定期的に
実施しており、「なぜ災害がゼロでなければいけないのか」等、ゼロ災運動の基本を繰り返し
教えています。
　また、現場で作業を指揮する方には、「そもそも現場に安全は存在しない、常に存在するのは
危険である」との意識付けを行い、現場や作業に潜む危険を事前に見つけて対策を行う
「先取りの安全活動」等について教育しています。
　安全を確保するためには、このような教育を積み重ねて、社員の安全意識を高める事が
重要であり、今後も災害ゼロを目指して安全教育に
取り組んでいきます。皆さん、ご安全に!!

大分支社 人事労務部 
労務安全グループ 安藤 俊二

あんどうしゅんじ

安全意識の醸成のために、各種安全教育を行っています。

　当たり前のことを、当たり前にする。すべきでないことは、しない。それによって、
社会的要請に応えることが、コンプライアンスの基本だと思います。
　しかし、当たり前だと思っていることも、時と共に変化します。私たち一人ひとりが、
「これで大丈夫か？」「社会の常識とずれていないか？」と問い続けることが大切だと
思います。
　長崎支社エリアにおいても、グループ討議などの対話を中心としたコンプライア
ンス研修を行っています。対話を通じて多様な考えにふれ、新たな気づきを得たり、
自分の考えを整理したりして、コンプライアンス意識を高めることが目的です。
　私は研修の講師を務めていますが、受講者を指導するのではなく、一緒に考える
姿勢で取り組んでいます。

九重の自然を守る会　
副会長 高橋 裕二郎さん

たかはしゆう じ ろう

　「男女イキイキ推進」の取組みでは、『私たち一人ひとりが自分たちの職場は自らで築く』こ
とを目指し、社員同士アイデアを出し合っています。私も、取組みを推進する一人として、み
んなの意見を大切にし、丁寧に進めていくことを心掛けています。
　また、女性活躍推進の一つとして、女性社員の働き方を紹介する社内誌で、お互いの頑張っ
ている点や工夫している点を共有し、刺激し合うネットワークづくりにも力を入れています。
　私も、仕事と育児の両立に奮闘する毎日なので、多くの社員との交流を通して学びながら、
より良い職場づくりに貢献していきます。

福岡支社 企画・総務部 
企画管理グループ 永友 聡未

ながとも さとみ

一人ひとりが明るく前向きに働くことのできる
職場を目指して取り組んでいます。

社 員 の

　九州北部豪雨で被災した、うきは市の棚田を復旧させるため、社内のチカラ自慢
（ラグビー部・柔道部・相撲部）を集めて、棚田へ流れ込んだ土砂かき出しのボラン
ティア活動を行いました。
　チカラ自慢が「日頃の練習とは違った動き」と汗びっしょりで取り組んだ成果も
あり、稲作ができる状態に回復。地主さんから「半ばあきらめていたところに、
気持ちの優しい力持ちの皆さんが集まってくれました。元に戻った田んぼでの
新たな収穫が楽しみです。」と嬉しい言葉もいただきました。
　これからも、当社のノウハウや知見の提供だけでなく、ボランティア活動も通じた
まちづくりに貢献していきます。

技術本部 火力・技術グループ 篠﨑 正弘
しのざきまさひろ

チカラ自慢が被災地の災害復旧をお手伝い！

竹下 勉
長崎支社 コンプライアンス支社所管
エリア担当 

たけしたつとむ

じゅうたん

坊ガツル湿原
野焼き活動（３月）

平治岳のミヤマキリシマ保護・
登山道整備（５月）

平治岳の
ミヤマキリシマの見頃（６月）

坊ガツル湿原
外来植物駆除（８月）
坊ガツル湿原
外来植物駆除（８月）

平治岳のミヤマキリシマ保護・
登山道整備（10月）

坊ガツル湿原 輪地切り・輪地焼き
[野焼きのための防火帯づくり]
（８～９月）

坊ガツル湿原 輪地切り・輪地焼き
[野焼きのための防火帯づくり]
（８～９月）

坊ガツル湿原での
次世代層への
環境教育（８月）

冬 春

秋 夏
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環境月間における環境活動
　毎年６月は、「環境月間」として全国でさまざまな行事が実施されます。当社においても、環境のコミュニケーションを推
進する活動を展開しており、２０１4年度は、「きゅうでん環境月間　エコチャレンジ２０１4～始めよう！ 私たちが今、できるこ
と。～」をテーマに清掃活動や次世代層向け環境教育などの活動を九州各地で実施しました。

環境管理の徹底
　環境アクションプランに基づく活動を各事業所の
業務計画に織り込んで、ＰＤＣＡサイクルに基づいた
取組みを推進しています。

社員の環境意識高揚
　事業所における環境業務の担当者を対象に、環
境経営の推進やコンプライアンスに必要な知識の
習得など、環境業務全般に係る社内教育を実施し
ています。
　また、社内テレビ・新聞、社内イントラネット等
を活用して環境情報を共有するなど、社員の環境
意識の高揚を図っています。

節電へのご協力のお願い
　街頭やお客さまを対象に開催した節電教室などで、節
電へのご協力のお願いを85事業所で実施しました。

次世代層向け環境教育
　小・中学校等において、環境やエネルギーに関する出
前授業や稚魚放流体験など、次世代層向け環境教育を
16事業所で実施しました。

清掃活動
　事業所周辺の道路や公園、海岸などの清掃活動を84
事業所で実施しました。
　また、地元自治体等が主催する清掃活動にも41事業
所が参加しました。

水前寺江津湖公園での清掃活動（熊本支社など）

稚魚放流（耳川水力整備事務所など）

節電へのご協力のお願い

環境業務の社内研修

環境管理の推進

イントラネット（イントラ）
コンプライアンス

PDCA（PDCA�サイクル）用語集   


